                                                          　　　　　　　　　　　　 2007年2月8日

岐阜県知事　古田　肇様

                                       　　　　　　　　埋めてはいけない！核のゴミ実行委員会・みずなみ

　                                    　　　　　　　　 核のゴミから土岐市を守る会

                                      　　　　　　　　 放射能のゴミはいらない！市民ネット・岐阜

　         　　　 　　　　　高レベル放射性廃棄物処分地選定に係る要望書
　日頃は岐阜県民の幸せのために力を尽くしていただきありがとうございます。　

  私たちは原子力機構により長年地下調査され、今後も調査が進む超深地層研究所（以下、「研究所」とします）の周辺地域が高レベル放射性廃棄物処分場になる可能性が高いと考え、建設に反対しているグループです。

　
　高レベル放射性廃棄物処分地選定の文献調査は市町村長の判断だけで応募できる仕組みです。知事は意見を述べることができません。高知県東洋町長はこの仕組みのもと、住民、議会、周辺自治体の批判を押し切って応募しました。　

＜東洋町長の応募経過と衝撃＞

　2007年1月15日
東洋町民の6割を越える応募反対請願署名を半数の紹介議員を得て提出しました。議長も応募に反対しています。

2006年3月20日付で東洋町長が応募し、NUMOの確認過程で応募を取り下げていたことが発覚しました。

　2007年1月25日

　　午前、町長が応募書を提出しました。午後、反対請願の扱い検討の全員協議会冒頭で、町長が応募したと報告しました。

　  応募に対し高知県知事はNUMOと国に地域の理解が得られていないので応募を受理すべきでないと強く訴えました。

応募の衝撃は町民はもとより、慎重な対応を求めていた周辺自治体隣接する徳島県海陽町、牟岐町、美波町議会が臨時会で反対決議を可決し、即日決議書を東洋町長に手渡しました。
  　2007年2月6日にはこの問題で高知県知事、徳島県知事が共にNUMOと経済産業省を訪れました。

徳島県議会では、2007年2月15日の県議会初日に、応募反対の決議をする予定です。

  私たちは2月1日、独断での応募を受理しないようNUMOに申し入れました。しかし町長は町民の反対、議会、周辺自治体の意向を判断したうえで応募した。応募書に不備がない限り受理する。受理にあたり地域の状況は検討しないと明言しました。同日、経済産業省とも話し合いましたが考え方はNUMOと同じで、地域の状況について斟酌しないと説明しました。

このような制度とNUMOや国の対応は私たちに大きな不安を与えます。特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律は、各段階で知事や首長の意見を聴いて尊重しなければならないとしながら、文献調査には市町村長の判断だけで応募し、周辺地域を含めて意見を述べる立場の知事の意見を聴かないまま手続きが進むのは、制度の欠陥です。現状で岐阜県内で応募が検討された場合、県民の安全と安心は得られません。制度の見直しが不可欠です。

また、滋賀県余呉町の応募検討時に、滋賀県知事が反対していることについて、経済産業省は報道がいっているだけで文書でもらったわけではないと反対の意思表示とは認めませんでした。反対なら文書で示せということです。

また、早期に処分地を決めるため、公募以外の方法を取り入れるよう求める国会議員も多数います。仮に申し入れ方式も取り入れられた場合、研究所があり最も地下調査が進んでいる東濃地域が対象になる可能性を否定できません。

研究所があるという特殊事情や経済産業省の見解に応えるために、県内に高レベル放射性廃棄物処分場を受け入れないとの古田知事の考えを文書で経済産業大臣に示していただく必要があると考えます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

　文献調査段階から知事の意見を反映させる制度とするよう、経済産業大臣に強く要請してください。

岐阜県は高レベル放射性廃棄物処分場を受け入れないことを、知事から経済産業大臣に文書で申し入れてください。

以上

　　　　
